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ベータ値とは

ベータ値（β値）とは、

「市場全体の動きにどれくらい連動して動くか」を表す指標です。

(例) A銘柄のβ値が 1 の場合

市場全体が10％上昇すると、A銘柄の株価も10％上昇

市場全体が10%下落すると、A銘柄の株価も10%下落

B銘柄のβ値が -1 の場合

市場全体が10％上昇すると、B銘柄の株価は10％下落

市場全体が10%下落すると、B銘柄の株価は10%上昇

揺れる市場とインフレ時代に、好配当株という選択

日本好配当リバランスオープンⅡ 追加型投信/国内/株式

（出所）各種資料を基にSBI岡三アセットマネジメント作成

期待と懸念が交錯する国内株式市場

(期間 2025年10月21日～2026年1月30日、日次)年初来の国内株式市場は、衆議院解散に関する報道

が浮上したことをきっかけに安定政権実現への期待が

高まり、1月の日経平均株価は月間で＋5.9%、上げ幅

としては＋2,983円と過去最大を記録するなど、力強

いスタートとなりました。

一方で、足元では先行きに対する警戒感も徐々に高ま

りつつあります。消費減税を含む財政拡張策に対する財

政の悪化懸念や、地政学リスク、為替市場の変動率の高

まりなどが懸念材料となっています。

これを受けて、今後1ヵ月間の予想変動率を示す日経

平均ボラティリティー指数は、足元で約2ヵ月ぶりの高

水準に達しています。

図表1 高市政権発足後の
日経平均株価と日経平均ボラティリティー指数の推移

1.  変動性が高い局面で発揮される高配当株の安定性

相対的に相場に左右されにくい高配当銘柄

こうした不安定な投資環境のなかで、相対的に下落局

面での耐性が見込まれる銘柄への注目が高まっていま

す。一般に、高配当銘柄は景気変動の影響を受けにくい

企業が多く含まれており、こうした企業が有する安定的

な収益基盤が、高い配当利回りを支えています。

この安定性は株価の変動の抑制にも寄与しており、市

場全体の価格変動に対する感応度を示す指標である

「ベータ値」は低い水準となる傾向があります。当ファン

ドのベータ値も0.8程度と、基準となる1を下回っており、

市場平均と比較して価格変動が小さい水準にあります。

そのため、相場の先行き不透明感が強まり、ボラティ

リティが上昇する局面においては、値動きの安定性とい

う観点からも、当ファンドは有効な投資先の一つになる

と考えています。

時間

価格

市場

β値が２

市場の2倍の値動き

β値がマイナス

市場と逆の値動き

β値が1

市場と同じ値動き

※上記はイメージです。

（出所）Bloombergのデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成
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（図表２～４の出所）各種資料、Bloombergのデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成

※類似ファンドは、当ファンドと同様の運用手法を用いた「日本好配当リバランス
オープン」(分配金再投資基準価額)(設定日：2005年3月23日)を指します。
※算出可能な2006年12月からのデータを使用

国内の物価と金融政策
(期間 2025年１月６日～２０２６年１月３０日、日次)

足元では、円安や資源高による輸入インフレに加え、

賃上げの広がりなども背景に、期待インフレ率は過去最

高水準を更新しており、先行きのインフレが意識される

状況となっています。

こうした環境のもと、日本銀行は長年続けてきた超緩

和的な金融政策からの正常化を進めており、政策金利は

段階的に引き上げられてきました。その結果、特に長期

金利はインフレの持続性や財政運営に対する見方を反映

しながら上昇基調を強めています。この動きは、市場が

「金利のある世界」へと移行しつつあることを示す象徴

的な変化といえます。

図表2 期待インフレ率の推移

2.  インフレの時代だからこそ注目したい高配当株投資

インフレ局面で高配当銘柄が選好される背景

物価が上昇すると、これまでと同じ金額であっても購

入できるモノやサービスの量が減少し、経済的な価値は

低下します。そのため、インフレ環境下では、保有してい

る資産の実質的な価値が目減りしやすくなる点に注意

が必要です。

こうした中、日本でもインフレ環境に対応した資産運

用の選択肢として、高配当銘柄が注目されています。

当ファンドは日経５００種平均株価採用銘柄から、予想

配当利回り上位７０銘柄程度に等金額投資します。さら

に、毎月リバランスを実施することで、相対的に高い配

当利回りを獲得する運用を行っています。当ファンドの

構成銘柄における予想平均配当利回りは3.8％と、株式

市場全体や１０年国債の利回りと比較しても高い水準に

あります。

また、この高い利回りはリターンの安定化にも貢献し

ます。株式投資におけるリターンは、①株価の上昇によ

るキャピタルゲインと、②配当収入によるインカムゲイン

の二つに大別されます。

キャピタルゲインは市場環境によって大きく変動し、プ

ラスにもマイナスにも作用する一方、インカムゲインは、

受け取るたびにリターンとして着実に積み上がるという

特性を有しています。このインカムゲインの継続的な積

み上げが、株価変動局面におけるトータルリターンの下

支えとなり、結果として運用成果の安定性向上につなが

ると考えられます。

(202６年2月３日時点)

図表3 利回り比較

(期間 2006年12月～2026年1月、月次)

図表4 類似ファンドのトータルリターンの要因分解（配当効果）
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※ブレーク・イーブン・インフレ率（１０年）を使用

※コアCPIは１２月の全国消費者物価指数データを使用
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販売会社一覧 （２０２６年２月5日時点）

3

商号 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品
取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

阿波証券株式会社 四国財務局長（金商）第1号 ○

岩井コスモ証券株式会社 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

永和証券株式会社 近畿財務局長（金商）第5号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社SBIネオトレード証券 関東財務局長（金商）第8号 ○ ○

おきぎん証券株式会社 沖縄総合事務局長（金商）第1号 ○

香川証券株式会社 四国財務局長（金商）第3号 ○

極東証券株式会社 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

寿証券株式会社 東海財務局長（金商）第7号 ○

篠山証券株式会社 近畿財務局長（金商）第16号 ○

JPアセット証券株式会社 関東財務局長（金商）第2410号 ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

株式会社証券ジャパン 関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

大熊本証券株式会社 九州財務局長（金商）第1号 ○

大和証券株式会社 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

八十二証券株式会社 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

播陽証券株式会社 近畿財務局長（金商）第29号 ○

ひろぎん証券株式会社 中国財務局長（金商）第20号 ○

北洋証券株式会社 北海道財務局長（金商）第1号 ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

水戸証券株式会社 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

明和證券株式会社 関東財務局長（金商）第185号 ○

めぶき証券株式会社 関東財務局長（金商）第1771号 ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 関東財務局長（金商）第199号 ○

三晃証券株式会社 関東財務局長（金商）第72号 ○

ＪＩＡ証券株式会社 関東財務局長（金商）第2444号 ○ ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○ ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行
（委託金融商品取引業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行
(委託金融商品取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社佐賀銀行 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社三十三銀行 東海財務局長（登金）第16号 ○

株式会社常陽銀行
（委託金融商品取引業者：めぶき証券株式会社）

関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社八十二長野銀行
（委託金融商品取引業者：八十二証券株式会社）

関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

※大和証券株式会社は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。
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商号：SBI岡三アセットマネジメント株式会社
SBI岡三アセットマネジメント株式会社は、金融商品取引業者として投資運用業、投資助言・代理業および第二種金融商品取引業を営んでい
ます。登録番号は、関東財務局長（金商）第370号で、一般社団法人投資信託協会および一般社団法人日本投資顧問業協会に加入しています。

SBI岡三アセットマネジメントについて

■投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた利益及び損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。ファンドは、国内の株式
等値動きのある有価証券等に投資しますので、組入れた有価証券等の価格の下落等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることが
あります。

■ファンドの主な基準価額の変動要因としては、「株価変動リスク」、「信用リスク」があります。
※基準価額の変動要因は上記のリスクに限定されるものではありません。

■ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。
■投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関が取り扱う
投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。

■ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合
等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあり
ます。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金申込の受付が中止となる可能性、換金代金の支払が遅延する可能
性があります。

■分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下
がります。分配金は、計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合があるため、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファ
ンドの収益率を示すものではありません。また、投資者の購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻
しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

■取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金申込の受付を中止することや、すでに
受付けた購入・換金申込の受付を取消すことがあります。

●詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご参照ください。

＜お客様が直接的に負担する費用＞
■購入時

   購入時手数料   ：購入金額（購入価額×購入口数）×上限3.3％(税抜3.0％)
                          詳しくは販売会社にご確認ください。

■換金時
   換 金 手 数 料  ：ありません。
   信託財産留保額：ありません。

＜お客様が信託財産で間接的に負担する費用＞
■保有期間中

   運用管理費用（信託報酬）
                           ：純資産総額×年率0.913％（税抜0.83％）

■その他費用・手数料
   監査費用        ：純資産総額×年率0.011％ (税抜0.01％)

■有価証券等の売買に係る売買委託手数料、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等を投資信託財産でご負担いた
だきます。（監査費用を除くその他費用・手数料は、運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を示すことはできません。）

●お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前に合計金額もしくはその上限額また
はこれらの計算方法を示すことはできません。

●詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続･手数料等」をご参照ください。

投資リスク

その他の留意点

お客様にご負担いただく費用

＜本資料に関してご留意いただきたい事項＞

■本資料は、当ファンドに関する情報提供を目的としてＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成したものであり、ファンドの
投資勧誘を目的として作成したものではありません。■本資料に掲載されている運用実績は過去のものであり、将来の運用成果
を保証するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりません。■本資料に掲載されている市況見通し等は、本資
料作成日時点での当社の見解であり、将来予告なしに変更される場合があります。また、将来の運用成果を保証するものではあ
りません。■本資料は、当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その情報の正確性・完全性を保証するもの
ではありません。■購入の申込みに当たっては、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投
資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお願いします。

留意事項
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